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研究成果の概要：自己効力感を高めることを基盤として、セルフモニタリング、スモールステ

ップ法を取り入れた個別面接を中心とした 3週間の介入プログラムを、高脂血症有所見者ある

いは高脂血症既往歴者に実施した。介入の前後等の比較の結果、日常生活での健康行動は望ま

しいとされる方向に変容し、生活習慣の改善が見られた。また、個々人の実践可能な目標設定

と、目標の実行状況から生活習慣の改善が見られた。 
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１．研究開始当初の背景 
高脂血症は虚血性心疾患の発症のリスク要

因で、近年、我が国では虚血性心疾患患者数
が増加し、冠動脈疾患の予防が重要とされて
いる。地域保健および職域保健における健康
診査の結果で高脂血症は有所見率の最も多い
疾患であり、その予防は重要課題といえる。 

地域保健や産業保健の領域では、高脂血症
予防に対する取り組みとして食事・運動とい
った生活習慣に関する行動変容を意図した健
康教育が個人や集団を対象として従来から実
施されている。吉池ら（1995）は、高脂血症

者に対する栄養教育の評価を行い、プログラ
ムがどのような因子に影響を与え行動変容に
至ったのかを評価するためには行動科学的な
モデルでの検証が必要であるとしている。行
動変容のための健康教育には、 Social 
Cognitive Theory 等の影響を受けて発展して
きた行動科学の理論の応用が試みられている。 

Bandura（1977）が Social Cognitive Theory
の中で提唱した概念である自己効力感は、自
分がその行動をうまくとれるかどうかに関す
る予期であり、行動変容を促すために健康教
育において自己効力感を高めることの重要性



が指摘されている。また、行動科学のモデル
の一つであるTranstheoretical Modelにおい
ても自己効力感が主要な概念の一つとされて
いる。 

生活習慣と自己効力感の関係についての先
行研究は、米国では 1980 年代以降に健康上望
ましい行動に対する自己効力感や非健康的な
行動の中止の自己効力感についての研究が行
われている。McCann et al．（1995）は、食事
に対する自己効力感は血清コレステロール値
を下げる食事変容と関連していることを明ら
かにしている。また、Masse ＆ Anderson
（2003）は､運動を実行あるいは維持している
女性は運動への高い自己効力感をもっている
と報告している。Juniper et. al.（2004）は、
女子大学生の自己効力感が身体活動と関連す
る重要な要因であることを報告している。自
己効力感を高く持つことが保健行動の実施に
つながるといった先行研究の結果から、高脂
血症予防の介入においては自己効力感に焦点
を当てた介入研究を行い実証する必要がある
と考える。また、より早期から高脂血症予防
に取り組むために、青壮年期を対象に早期介
入の検討を行うことが重要である。 

従って、高脂血症予防のための保健行動に
対する自己効力感に焦点を当てた介入を地域
において実施し、その有効性を検証すること
で、保健行動の変容を促進するための地域看
護活動に役立つ知見が得られるものと考える。 
 

２．研究の目的 
本研究では早期予防・早期改善の観点から

20～49 歳の青壮年期の人々を対象に、高脂血
症予防のための保健行動に対する自己効力感
を高める介入プログラムを実施し、その効果
を検討することを目的とする。 
 
３．研究の方法 
(1)対象 

北海道内の産業保健領域および地域保健領
域で実施されている健康診査の結果、高脂血
症で要指導および要医療と判定された20～49
歳の従業者および住民で、インフォームド・
コンセントが得られた者とした｡ 
＜要指導および要医療とは＞ 
ⅰ総コレステロール値 220 ㎎/dl 以上または
LDL コレステロール 140 ㎎/dl 以上 
ⅱ中性脂肪値 150 ㎎/dl 以上 
ⅲHDL コレステロール 40 ㎎/dl 以下 
介入の対象者はⅰ～ⅲのいずれかに 1つ以上
該当するものとする｡ 

ただし、高脂血症内服治療者および糖尿病
罹患者は対象外とした｡ 
 
(2)高脂血症予防のための行動科学に基づく
早期介入プログラム 
①介入プログラムの基本的枠組み 

  介入プログラムは、自己効力感を高めると
いわれている４つの情報源（遂行行動の達成、
代理的体験、言語的説得、生理的・情動的状
態）が得られるよう、セルフモニタリング、
スモールステップ法といった内容を組み入れ、
3週間で 3回の個別健康教育を主体とした介
入プログラムとした。 
また、高脂血症予防のための保健行動の目

安は、日本動脈硬化学会より 2002 年と 2007
年に出された動脈硬化性疾患診療ガイドライ
ンおよび高脂血症予防のための保健行動に対
する自己効力感尺度（2006）の開発過程で明
らかとなった保健行動を参考に、食事・運動・
適性体重の維持・禁煙・ストレスマネジメン
ト・自己管理行動とした。 
②介入プログラムの内容 
個別健康教育には、表 1のとおり準備状態

の把握、自信と重要性の評価の要素を組み入
れた｡また、継続性と簡便性を意図して携帯メ
ールや FAX を利用したモニタリング報告と助
言をプログラムに取り入れ、自己効力感を高
めるといわれている遂行行動の達成や言語的
説得の要素を含めた｡介入プログラムの概要
を図 1に示した。 
③介入目的 
介入目的は、高脂血症予防のための 

ⅰ保健行動への動機づけ 
ⅱ保健行動の具体的なスキルの理解 
ⅲ保健行動に対する自己効力感の向上 
ⅳ保健行動の実践 
の 4点とした｡ 
④介入における目標 
介入における目標は，教育目的を具体化す

るものとし、以下の 4つを設定した｡ 
ⅰ高脂血症予防のための生活習慣改善の必要
性がわかる 
ⅱ高脂血症予防のための生活習慣改善の方法
を理解できる 
ⅲ高脂血症予防のための生活習慣改善への自
信を持つことができる 
ⅳ高脂血症予防のための生活習慣改善の方法
を実践する 
 
(3)データ収集 
①質問紙調査 
プログラムの前後に質問紙調査を行った。

質問紙の内容は、基本属性、現病歴および健
康度自己評価、藤内ら（1994）による日常生
活での健康行動、高脂血症予防のための保健
行動に対する自己効力感尺度等とした。 
②身体活動量 
プログラム参加中の 3週間、加速度センサ

ー装置（以下ライフコーダーとする）を用い
て身体活動量を測定した。 
③食事摂取量 
プログラム参加中の一日分の食事を画像と

して記録した（食事記録法）。 



 

表１ 個別健康教育 

目標 内容 

①高脂血症予防のための生活習慣改善
の必要性がわかる 

準備状態の明確化 
調査票記入およびライフコーダーを通した生活習
慣の振り返り 
行動変容の重要性の評価 

②高脂血症予防のための生活習慣改善
の方法を理解できる 

テーラーメイドの食生活・運動処方 
行動目標の設定 

③高脂血症予防のための生活習慣改善
への自信を持つことができる 

専門職者からの言語的説得 
スモールステップ法による目標設定 

④高脂血症予防のための生活習慣改善
を実践する 

目標設定に併せたセルフモニタリングの実施 
携帯メールでのモニタリング報告と助言 

 

           1W                     2W            6～12M 

       ( ライフコーダー装着)         ( ライフコーダー装着) 

 

 

 

セルフモニタリング 

              携帯メール、TEL および FAX での報告と助言 

図１ 介入プログラムの流れ（介入期間：約3週間） 

 

 
④生活記録表 
個々人の実践可能な目標設定および目標の

実行状況とした。 
⑤介入プログラムの評価 

質問紙によりプログラムの内容の有用性、
期間、回数等について妥当性を調査した。 

 
 (4)データ分析 

対象者の基本属性、現病歴および健康度自
己評価等は記述統計を求めた。BMI、日常生活
での健康行動、高脂血症予防のための保健行
動に対する自己効力感尺度は介入前後で、比
較検討した。 

身体活動量はライフコーダーでの測定値を
介入1週間と2～3週間の歩数および運動量の
平均値で比較検討した。 

食事摂取量は一日分の食事画像からの概算
量に基づき栄養計算ソフト（BASIC-4 for 
Windows）を用いてエネルギー摂取量を求めた。 

生活記録表については目標の実施率を求め
た。 

プログラム評価については記述統計を求め
た。 
 

 
(5)倫理的配慮 
 研究対象者または研究協力団体に文書と口
頭でわかりやすく研究目的、研究内容の説明
を実施し、承諾を得た。対象者は、いつでも
参加を拒否・中断できることを保証した。     
研究によって得られたデータは、本研究以外
の目的で使用しない、対象者のプライバシー
は最大限に尊重され、保護されることを保証
した。研究成果の公表に際しては、研究協力
団体または個人を特定できるような内容は公
表しないことを保証した。 
研究の実施にあたり、札幌医科大学倫理委

員会の承認を得た。 
 

４．研究成果 
介入プログラムを、高脂血症有所見あるい

は高脂血症既往歴のある5事業場の計12人に
実施した。 
 

(1)対象者の概要 
対象者の性別は男性が 10 人、女性 2人、平

均年齢は 42.5 歳であった。配偶者有は 10 人
（83.3%）、配偶者無が 2 人(16.7%)であった。
教育背景は大学・大学院卒 9 人（75.0%）、専

･ ベースライン調査 
・生活習慣改善への動機づけ 
・モニタリング 
（ライフコーダー）導入 

･行動目標設定 

・行動目標の評価・修正 
・取り組みでの課題 
・実践を妨げる要因の明確化 
・他者からの言語的説得 
・個別の運動・食事療法の処方

・行動目標の評価・修正
・実践を継続する要因の
明確化 

・他者からの言語的説得
・介入直後の事後調査 

・郵送による質問紙
調査 

個別 
健康教育 
(30～40分)

個別 
健康教育 
(30 分) 

個別
健康教育 
(20分)

事後 
調査 



修学校・短大卒 1人（8.3%）、高卒 2人(16.7%)
であった。職種は技術 4 人（33.3%）、販売 4
人（33.3%）、事務2人(16.7%)、管理1人（8.3%）、
教育 1人(8.3%)であった。 

現病歴を有する者は 4人(33.3%)であり、健
康度自己評価は、まあまあ健康である 8 人
(66.7%)、あまり健康でない 4 人(33.3%)であ
った。 

BMI の介入前の平均値は 26.1（範囲 21.0－
39.4）、介入後 25.9（範囲 20.8－39.4）と変
化は見られなかった。 

 
(2)健康行動および高脂血症予防のための保
健行動に対する自己効力感 

日常生活での健康行動の平均得点は介入前
で 9.5、介入後は 13.3 と望ましいとされる方
向に変容し、生活習慣の改善が見られた。高
脂血症予防のための保健行動に対する自己効
力感の平均得点は介入前 41.7、介入後 43.5
でやや高まっている傾向がみとめられたが統
計学的な有意差は認められなかった。 

 
(3)身体活動状況 

ライフコーダーを用いて測定した 1 週目の
平均歩数よりも 2～3 週目の平均歩数が増加
した対象者は 10 人（83.3%）であった。ライ
フコーダーを用いて測定した 1 週目の平均歩
数の平均値は 7596、2～3週目の平均値は 8433
と増加した。また、1 週目の運動量の平均よ
りも 2～3 週目の運動量の平均が増加した対
象者は 9 人(75.0%）であった。1 週目の運動
量の平均値は 277.6Kcal、2～3 週目の運動量
の平均値は 309.8Kcal と増加した。しかし、
いずれも統計学的な有意差は認められなかっ
た。 

 
(4)食事摂取状況 

食事および間食からのエネルギー摂取量は
平均 1867.9Kcal（範囲 1230－2937Kcal）であ
った。エネルギー摂取量の減少を目標とした
8 名において平均 335.4Kcal（範囲 80－
656Kcal）の減少が見られた。 

 
(5)目標設定および目標の実行状況 

個々人の実践可能な目標は一人当たり2～3
個設定しており、目標実施率が 1 週目の平均
よりも 2～3週目の平均が増加した対象者は 9
人(75.0%）であり、目標の実施状況から生活
習慣の改善が見られた。目標設定の内容は「ご
はんを一膳とする」「野菜は 2皿を目安に食べ
る」「間食を半分にする」など食事に関するこ
と、「一日 8000 歩以上歩く」「地下鉄 1駅分歩
く」など運動に関すること、「体重を毎日測る」
など体重管理に関することであった。1 週目
の目標実施率の平均値は 64.7%、2～3 週目の
平均値は 70.8％と増加したが、統計学的な有
意差は認められなかった。 

(6)介入プログラムの評価 
個別健康教育の面接については「役に立っ

た」が 8 人(66.7%)「まあまあ役に立った」4
人(33.3%)であった。3回の面接の回数につい
ては「適切」と 12 人(100.0％)が回答してい
た。また、面談の所要時間については「適切」
9 人(75.0%)、「まあまあ適切」3 人(25.0%)と
の回答が得られた。 
ライフコーダーを用いた身体活動量の測定

については役に立った」が 10 人(83.3%)「ま
あまあ役に立った」2人(16.7%)であった。 
質問紙調査に記入することが生活習慣の振

り返りに役立ったかについては「役に立った」
が 6 人(50.0%)、「まあまあ役に立った」5 人
(41.7%)、「あまり役に立たなかった」1 人
(8.3%)であった。 
食事画像に基づいた分析は、生活習慣改善

に「役に立った」が 7 人(58.3%)、「まあまあ
役に立った」5人(41.7%)であった。 
個々人の実践可能な目標設定および目標の

実行状況を記録する生活記録表が生活習慣の
改善に役立ったかについては「役に立った」
が 5 人(41.7%)、「まあまあ役に立った」7 人
(58.3%)であった。 
3 週間の介入期間は「適切」4 人（33.3%）、

「まあまあ適切」7 人(58.3%)、「あまり適切
でない」1人(8.3%)であった。「まあまあ適切」
「あまり適切でない」を合わせた 7 人全員が
もっと長期間（1 ヶ月、1.5 月、2 ヶ月、6 ヶ
月）でも良いという意見を述べていた。 
血清脂質値や継続的な生活習慣の改善に関

する長期的な効果についての評価が今後の課
題として残った。 
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